
主な施策等一覧
舗調/夕棚駅時    i

市 長 室

事  項

,_靴止 "ョ
トリノ市姉妹都市提携 5周 年記念事業

予 定 額 1 3 , 4 7 6 千 円

事業の概要

1 趣  旨

姉妹都市提携 5周年 (提携年月日 平 成17年5月27日)

を記念し、「名古屋デー」の開催等を通して、両市の友好

親善と相互理解を促進する。

2 事 業内容

記念事業の開催

内容  名 古屋デー開催

記念品の贈呈

公式代表団の派遣 等

時期  平 成 23年秋

【参考】

2011年 (平成 23年)は 、イタリア統
-150周 年にあたり、

統一後の最初の首都はトリノに置かれたことから、 ト リノに

とって記念すべき年となっている。

担 当 課 国際交流課   電 話 972二 3063(内 線 3063)
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主な施策等一覧 市 長 室

事  項 多文化共生推進プランの策定

予 定 額 6, 055千 円

事業の概要

1 趣  旨

外国人市民と日本人市民がともに暮らしやすいまちづく

りの推進に向けて、多文化共生施策を計画的かつ総合的に

推進していくための指針として、多文化共生推進プランを

策定するもの。

2 事 業内容

・名古屋市多文化共生推進プランの策定

検討委員会の開催 ・運営等

市内国際交流団体の意見聴取

(参考)

「多文化共生」とは…国籍や民族などの異なる人々が、車

いの文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうとしなが

ら、地域社会の構成員として共に生きていくこと。

(2oo6年3月総務省「多文化共生の推進に関する研究会報告

書」より)

担 当 課 国際交流課   電 話 972T3062(内 線 3062)
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主な施策華
一覧

露韓    i
2者 塗驚

播瑠/夕守ど以降
畢1夕ぱ0馬さ)☆ブ i n ‐ いぜ各

総 務 局

― 十 一 キ !t十 一 ~~‐ 'こ一
車お

栄地区魅力向上方策の検討調査

0, 0千 円

事 項

予 定 額

事業の概要

1 趣 旨

成に取り組む。

2 内  容

(1)方 策検討

向歪控喬岳挺拷葵と誓準尿謹棄寵あ豊垂曇と糖泰
討に取り組む。

(2)機 運醸成

を図る。

総務局企画部企画謀 972-2205(内 線 2206)担 当 課

~葬
覇門
輸 弱

- 1 -



主な施策等一覧

総 務 局

事 項 名古屋大都市圏戦略の検討調査

予 定 額 1 2 , 0 0 0 千 円

事業の概要

趣 』日

圏域全体の持続的な発展を図るため、国の大都市圏

戦略策定の動きやリエア中央新幹線整備に向けた検

討の進展、圏域内企業の動向等も踏まえた上で、将来

の名古屋大都市圏の発展の方向性や、広域的な視点か

ら本市の果たすべき役割を明らかにしていく大都市

圏戦略の検討調査を行うもの。

内 容

と含蓄た:を穐晶蟹雑昇     晃鷲犠寵危毬塀宮皇
礎調査を行う。

(1)調 査分析

(2)企 業アンケート

(3)企 業 ・有識者ヒアリング

担 当 課 総務局企画部企画課 972-2205(内 線 2206)
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主な施策等
一覧

総 務 局

市民経済局

項事 地域委員会制度創設準備

6, 3千 円

趣

容内

日

の                    1

(1)パ ブリックヒアリングの開催 (総務局)

証羅輿基畠蛋覧f斯         控塚篠
て、市民意見の聞き取りを行うもの

(2)市 民フォーラムの開催 (総務局)

交換を行うもの

(3)地 域活動の活性化
・住民意識

?畷 零民経済局)

総務局区役所改革等推進室 972-2194(内線 2194)

市民経済局地域振興部地域振興課

972-3117 (ノもれ宗  3117)

予 定 額

事業の概要

担 当 課
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主な施策等一覧

総 務 局

事 項 県議会議員一般選挙の執行

予定額 296, 535千 円

事業の概要

1 任 期満了日等

(1)任 期満了日   平 成 23年 4月 29日

(2)選 挙期日    平 成 23年 4月 10日
(統一地方選挙として執行予定)

(3)選 挙期日の告示 平 成 23年 4月 1日

2 被 選挙権     愛 知県議会議員の選挙権を有する

者で年齢満 25年 以上の者

3 選 挙する数    32人 (市内)

4 供 託金      60万 円

5 選 挙運動期間   告 示日から選挙期日の前日まで

6 選 挙公営     ポ スター掲示場など

7 投 票時間     午 前 7時から午後 8時 まで

8 期 日前投票    告 示日の翌日から選挙期日の前日
までの毎 日午前 8時 30分 か ら

午後 8時 まで
(各区役所 ・支所)

9 開 票所      16開 票所 (各区 1か所)

担当課 選挙管理委員会事務局 972・3314(内 線 3314)
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主な施策等
一覧

総 務  局

事 項 農業委員会委員一般選挙の執行

予定額 19,465千 円

事業の概要

1 任 期満了日等

(1)任 期満了日   平 成 23年 9月 18日

(2)選 挙期日    任 期満了日前 30日 以内
(3)選 挙期日の告示 選 挙期日の9日前

2 被 選挙権     農 業委員会の区域内に住所を有す
る年齢満 20年 以上の者で選挙権
の要件を有する者

3 選 挙する数    30人

4 供 託金      な し

5 選 挙運動期間   告 示日から選挙期日の前日まで

6 選 挙公営     な し

7 投 票時間     午 前 7時 から午後 8時 まで

8 期 日前投票    告 示日の翌日から選挙期日の前日

までの毎日午前 8時 30分 から午

後 8時 まで (中村区、中川区、南

区、守山区、緑区、名東区及び天

白区の各区役所並びに楠、山田、

富田、南陽及び志段味支所)

9 開 票所      4開 票所 (緑区、守山区、中川区

及び港区)

担当課 選挙管理委員会事務局 972二3314(内 線 3314)
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主な施策等一覧

総 務  局

事 項 大学との連携に関する基礎調査

予 定 額 8 , 0 0 0 千 円

事業の概要

1 趣  旨

大学の持つ知的資源等を活用し、地域の活性化等を

推進するため、大学との連携に関する調査を実施する

もの。

2 内   容

(1)大 学との連携のあり方の検討

一
  大 学 ・短期大学のほか、市民 ・企業等を対象に

意識調査を行い、大学と本市との連携のあり方に

ついて検討する。

(2)学 生の意識調査

学生が活発に活動するまちづくりを推進するた

め、学生に対して意識調査を行う。

担 当 課 総務局総合調整部総合調整室 972-2216(内 線 2216)
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主な施策等
一覧

総 務 局

事 項 新たな行政評価の実施

予 定 額 2, 570千 円

事業の概要

内 容

事業を中期戦略ビジョンに掲げる45の 施策のも

とに体系化し、施策実現に対する事業の効果の観点

を取り入れた自己点検を行うとともに、「事業仕分

け」の手法を活用して公開・市民参加による外部評

価を実施する。

体系化

中期戦略ビ

ジョンの施

策のもとに

位置付け

→

自己点検

施策の観点

を重視

外部評価

公開

市民参加

(全事業) (主要な事業)
(市民参加で検討

が必要な事業)

担 当 課 総務局事業改革推進室 972-2263(内 線 2263)
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主な施策等一覧

総 務 局

事 項
薬学部講義・図書・厚生棟の改築に係る

市立大学施設整備費補助金

予 定 額 288, 000千 円

事業の概要

趣 旨

昭和 38年 から昭和47年 に建設された薬学部

校合について、安全性の確保、教育 ・研究の高度化

及び薬学 6年制化に対応するため、改築を行う。

平成 23年 度は、平成 22年 度に行った第二期工

事に係る実施設計に基づき、建築工事に着工する。

経 過

平成 19～ 21年 度 第
一期工事

研究棟 ・実習棟の改築

延床面積 :13,037ぽ

第二期工事実施設計等平成 22年 度

第二期工事の概要

講義 ・図書 ・厚生棟の改築

延床面積 :4,398拭

工事期間 :平成 23～ 25年 度

担 当 課
総務局行政システム部大学調整室

9 7 2 - 2 1 9 3  (内線  2 1 9 3 )
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鮮革撫
矛十■ド竜

主 な 施 策 等 一 覧

財 政 局

の適正管理

20, 833千 円

事業の概要

1 趣 旨

収入の確保と市民負担の公平性を維持するため、市の債権を

適正に管理し、未収金の効率的かつ効果的な圧縮に向けた金庁

一体となった取組みを行う。

2 内 容

債権回収組織を設置し、各局の未収金のうち、市税以外の高

額困難事案などについて、短期集中的に回収するとともに、そ

の組織で整理 ・蓄積されたノウハウを提供することで、各局の

回収体制の強化を支援する。

【参考 :名古屋市債権管理計画】
・計 画  期  間  平 成 23年度から平成 25年度
・目     標  平 成 21年度未収金 356億円を平成 25年度ま

でに約 100億円圧縮
。具体的な取組み ① 新たな未収金の発生抑止

②既存未収金の整理
て
        ③ 全庁一体となった取組みの推進

④債権回収に係る連携の強化

3 ス ケジュール

平成 23年4月 債 権回収組織設置予定

財政局税務部収納対策課 (内線 2277)
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主 な 施 策 等 一 覧

財 政  局

病 院 局

病院事業不良債務解消補助金

5 0 0 , 0 0 0 千 円

事 業 の概 要

市民がいつでも安心して医療を受けられる体制を整備するため、病

院事業においては、医療資源のさらなる選択と集中により、抜本的な

経営改善に取り組み、不良債務の発生の抑制を図っている。

こうした取組みに対する支援として、指定管理者制度を平成24年

4月 に導入する緑市民病院の不良債務解消のため、一般会計から補助

を行う。

財政局財政部財政課

病院局管理部経理課

電話

電話

972-2302(内 線 2302)

972-2615(内 線 2615)
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主な施策等
一覧

額闘/夕瑠脳鴨
9ランオ′ l o  o 8骨1粋

J
｀
あ
‐
り
「
方検討
車 コ

1 0 , 0 0 0千 円

1 趣 旨

本市の代表的な文化施設である、公会堂、市民会館、芸術創造

センター及び青少年文化センタ
ーの今後の施設のあり方と整備の

方向性について、有識者等を交えて検討するゎ

2 内  容

上記4施設に関し、下記の事項について調査
・検討を行う。

・現況調査

・求められる機能の検討

・施設整備の方向性の検討

(参考)

公会堂        昭 和 5年 10月 開館

市民会館       昭 和47年 10月 開館

芸術創造センタ
ー   昭 和 58年 11月 開館

青少年文化センタ
ー  平 成 8年 12月 開館

事業の概要

文化観光部文化振興室
内線  3171
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主な施策等
一覧

市民経済局

事 項 クリエイテイブ産業創業支援事業

9, 9 千 円

趣 』日

若手のデザイナーが自らの商品の試験販売を実施できるスペ
ー

スを提供することで、創業を支援し、当地域のクリエイテイブ産

業の振興を図る。

内 容

1)シ ョップ型イ
・設置場所
。設 置 数
・賃  料
・入居期間

ンキュベー トフロアの設置

ナディアパーク内 デザインセンタ
ービル4階

6区画 (1区画あたり約 16拭 )

無料 (ただし、光熱水費等の実費のみ負担)

原只J 6 カ月

(2)相 談指導

定期的に販売・デザイン等に関する専門家による相談
・指導

を実施

産業部産業経済課 内線

予 定  額

事業の概要

担 当  課
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主な施策等
一覧

市民経済局

名古屋テレビ塔の活用調査

3 , 0 0 0千 円

1 趣 旨

名古屋テレビ塔は、昭和 29年 に日本初の集約電波塔と
して建

設された歴史的 ・文化的な建物であ成 長年ランド
マークとして

市民から親しまれている。

平成23年 7月のアナログ放送終了に伴い、集約電波塔
として

の役割を終えるため、有識者等の意見を聴きながら今後
の活用策

について調査を行う。

2 内  容

今後の活用策に関し、下記あ事項について調査
・検討を行う。

・現況の把握及び課題の整
警屋テレビ塔の位置づけ・アナログ放送終了後の名古

・アナログ放送終了後の望まれる機能 等

3 経 緯

昭和29年 6月 開 業

平成17年 7月 国 の登録有形文化財に登録

平成23年 7月 ア ナIIlグ放送終了予定

事業の概要

文化観光部主幹 (観光施設に係る企画調整)  内
線 2426



主な施策等
一覧

なごやジョブマッチング事業

32,000千 円

1 趣 旨

「なごやジョブサポ
ートセンタ▼」 (仮称)を 名古屋市中小企

業振興会館内に設け、個人ごとに
一貫した就労支援を継続的に行

うとともに、中小企業の人材確保を支援する。

2 内  容

(1)対 象者

失業者や非正規労働者、新卒予定者
・未就職卒業者 等

(2)事 業内容

ア 無 料職業紹介 (マッチング)

独自の求人開拓を行うとともに、相談者の工
すズに合つた

求人情報の提供やアフタ
ーフォローについて、継続した個別

相談を通じて実施

イ 就 職準備セミナ
ー

再就職に向けたスキルアップセミナ
ーや、テーマ別セ、ナ

ーなどを実施

ウ 職 場体験研修

職場体験や企業の経営者等による講座を実施

工 新 卒者就職応援セミナ
ー

新卒予定者等とものづくりの優良中小企業を結ぶ就職応援

セミナーや、ミニ企業説明会を実施

オ ジ ョブマッチング・サイトの運営

名古屋で働きたい人のための情報提供サイトを運営

(3)そ の他

健康福祉局の 「生活保護世帯の就労意欲喚起事業」と共同
で

実施

事業の概要

産業部勤労福祉室 内線 3144



主な施策等
一覧

総 務  局

市民経済局

地域委員会制度創設準備

16,273千 円

趣  旨
地域委員会の本格実施に向けて、広く市民の意見を聞き

取りながら制度設計を進め、「地域委員会設置条例 (仮称)」

の制定及び制度の導入を目指すもの

2 内 容

(1)パ ブリックヒアリングの開催
市内16区 において、地域委員会モデル実施の検証結

果を踏まえ、本格実施の待J度骨子 (案)に ついて、市民

意見の聞き取りを行うもの

(2)市 民フォーラムの開催

各種地域団体、NPO及 びボランテイア団体等の、事

業の担い手の立場からの意見をもとに、地域課題の解決

に向けての協働のあり方について、意見交換を行うも
の

(3)地 域活動の活性化
・住民意識の醸成

地域活動の現状や、特色ある取り組み等の1青報を地球

住民が共有することにより学区連絡協議会などの地域活

動の活性化を図るとともに、学区懇談会を開催し、地域

の課題等を話し合い、住民が主体となつたまちづくりの

意識を醸成する

事業の概要

総務局区役所改革等推進室

市民経済局地域振興部地域振翠課

内線 2

内線 3

1 9 4

1 1 7
担 当  課



主な施策等
一覧

市民経済局

事 項 街頭犯罪防止 1・ 2・ 3(ワ ン
・ツー ・スリー)作 戦

8,017千 円予 定  額

事業の概要

1 趣  旨

市内で発生件数の多い街頭犯罪の被害を防止する事業を実施

し、市民の犯罪への不安を解消する。

2 内   容

(1)地 域一丸 !街頭犯罪防止モデル地区事業 (4,900千 円)

車上ねらい、部品ねらい、侵入盗等が多発している学区を防

犯モデル地区として指定する。

防犯モデル地区では、地域ぐるみで犯罪に遭いにくい環境整

備や対応策を検討し、防犯意識の向上を図る。

(2)自 転車盗難防止事業 (1,773千 円)

5月 と11月 の各26日 を 「ツ
ーロックの日」とし、自転車

盗の多発している駅の自転車駐輪場等で自転車のツ
ーロック啓

発活動を実施する。

(3)ひ つたくり防止 3B作 戦 (1,344千 円)

従来の歩行者に重点をおいた啓発に加え、自転車乗車中のひ

ったくり被害を防止する啓発活動を実施する。

地域振興部地域安全推進課 内線  3121担 当  課
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主な施策等
一覧

市民経済局

創業準備ルームの提供

1 2 , 2 0 0 千 円

1 趣 旨

市内で倉J業を目指す市民を対象に、創業準備のための小規模ス
ペ

ースを提供するとともに、専門家による倉1業相談を実施すること

で、当地域における創業の
一層の促進を図る。

2 内  容

(1)創 業準備ル
ームの設置

・設置場所 都 市型=業 団地Nabi白金 (昭和区福江)3階

・設 置 数 14区 画 (1区画あたり約 6ぷ )

・賃  料  無料 (ただし、光熱水費等の実費のみ負担)

・入居期間 原 則 6カ月以内

(2)創 業相談の実施

定期的に専門家による創業に関する相談を実施

事業の概要

産業部産業経済課 内線 2411



主な施策等一覧

市民経済局

事 項 中小企業販路開拓支援事業

予 定  額 16,600千 円

事業の概要

1 趣 旨

中小企業に対し、展示会や見本市で自社製品やサ
ービス等をアピ

ールする機会を設け、販路拡大や企業PRの 促進を図る。

2 内  容

(1)中 小企業見本市等出展支援事業

首都圏での大規模見本市・展示会に、出展ブ
ースを確保し、中

小企業の出展を支援 (ナゴヤブースの設置)

(2)企 業アピール大会の開催

中小企業が自社の新製品や優れた技術・サ
ービスを広くアピー

ルする場を設ける。PR効 果の向上を図るため、大規模見本市と

の合同開催を実施

平成23年 5月 国 際福祉健康産業展 「ウェルフェア」

H月  「メッセナゴヤ2011」

(3)次 世代産業見本市等開催助成

次世代産業分野の見本市 ・展示会の名古屋での開催を促進し、

当地域の中小企業の出展機会を積極的に確保するため、その開催

経費の一部を助成

対象事業 新 たに名古屋市国際展示場で開催される次世代産

業分野の見本市 ・展示会

条  件  第 1～第3展示館の複数館を連続して5日以上使用す

る場合

補 助 額 会 場使用料の 1/2以下

担 当  課 内線 2411産業部産業経済課
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主な施策等
一覧

中小企業金融対策

8 1 , 3 0 0 , 0 0 0 千 円

1 趣 旨

引き続き厳しい経営環境に直面している中小企業
の金融の円滑

化を図るため、資金需要に対して十分な融資目標額
を設けるとと

もに、経営安定資金、新事業創出資金等の制度拡充を行
う。

2 事 業内容

(1)融 資目標額

② l,834億 円→② l,843億 円

(2)制 度拡充

ア 経 営安定資金

※下線部分が拡充

新事業創出資金、創業
・事業展開支援資金及びものづくり

産業支援資金 (も理 り創業等資金)

経済対策特別資金の要件緩和

刑

・最近 3か 月の平均売上総利益率等が、

前年同期または2年 前同期に比谷て、

3%以 上減少している中小企業者

融資対象者

1億円融資限度額

設備資金 ・運転資金

% 7年 以内 年1.7%

5年 以内 年 1!6% 10年 以内 年 1.8%
融 資 期 間

融 資 利 率

0.37%～ 1.74%

設備資金 7年 以内  ‐

運転資金 5年 以内
→7年以内

事業の概要

7 3 5 - 2 1 0 0
産業部中小企業振興センタ

ー振興課



主な施策等
一覧

市民経済局

事  項 観光プロモーションの推進

予 定 額 1 6 , 0 0 0 千円

事業の概要

トップセールスによる観光PRを 全国各地で実施するととも

に、東アジアからの観光客誘致のため、本市が中心となり、高山

市 ・金沢市 ・中部国際空港株式会社と連携して中国
・韓国を対象

としたプロモーション活動を実施する。

2 事 業概要

(1)全 国観光PR事 業

歴史文化、モノづくり、なごやめしなどの名古屋の魅力を全

国に発信するため、当地域から空港路線のある都市を中心とし

て、 トップセールスによる観光PRを 実施する。

(2)東 アジアヘの観光プロモ
ーション

ア 現 地での観光PR事 業

中国上海市 ・南京市、韓国ソウル市等において、当地域の

民間観光関係事業者も参画した観光セミナ
ー及び商談会を行

つ。

イ 旅 行会社等招請事業

当地域への旅行商品造成に関心が高い中国及び韓国の旅行

会社やメデイアを招請し、観光コ
ースを体験してもらうとと

もに民間観光関係事業者との商談会を実施する。

ウ 留 学生魅力体験情報発信事業

名古屋市在住の留学生に、本市始め高山市、金沢市の観光

施設やホテル等の魅力を体験する機会を提供し、その情報を

自国に向けてブログ等により発信してもらう。

(1)文 化観光部観光推進室            内 線

(2)文 化観光部主幹 (文化観光に係る都市魅力の向上)内 線

趣

４

７

２

２

４

４

２

２担 当 課

-10-



主な施策等一覧

市民経済局

事 項 人権啓発等活動拠点の基本計画の策定

予 定  額 7 , 0 0 0千 円

事業の概要

1 趣 旨

「新なごや人権施策推進プラン (案)」 (計画期間 :平成22年

度から平残 31年 度)に基づき整備を検討している
「人権啓発等活

動拠点」について、拠点事業の試行実施成果などを反映させた基本

計画を策定する。

2 内  容

次の点を踏まえ、人権啓発等活動拠点の基本計画を策定する。

(1)提 言、基本構想等の整理

拠点検討委員会からの提言、事業等調査及び基本構想等の内容

を整理

(2)拠 点事業を試行実施し、結果を検証

拠点が保有する機能に対応する事業を試行実施し、その結果を

調査 ・分析 。検証

<試 行実施の内容>
・展示等事業
・子ども向け人権啓発手法募集事業
・広報誌の発行

担 当  課 人権施策推進室主幹 (人権企画) 内線 3109
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主な施策等一覧

健 康 福 祉 局

子ども青少年局

市 民 経 済 局

事 項 区役所支所における福祉業務の拡充準備

予  定   額 51, 359千 円

事 業 の 概 要

1 趣 旨

高齢者や障害者など市民が身近な支所において区役所と同様な福祉

サービスの手続きができるよう、福祉業務を拡充し、市民サ
ービスの

向上をはかる。            1

平成 24年 度から支所における福祉業務を拡充するため、関連シス

テムの配線、庁舎レイアウト変更工事等の準備を実施する。

2 内 容

(1)福 祉業務に必要なシステムのためのLAN配 線工事及び関連シ

ステムの移設

(2)庁 舎レイアウト変更工事等

3 拡 充を予定している福祉業務 (87業 務)

区  分 主 な 業 務

保険 ・医療
(国民健康保険)、 (国民年金)、 (後期高齢者医療)

(福祉医療)、 (介護保険)

高 齢 福 祉
(敬老手帳)、 (敬老パス)

養護老人ホーム入所、日常生活用具

児 童 福 祉 (子ども手当)、 保育所入所、児童扶養手当

生活 保 護 相談、申請、訪関指導、保護費支払

障 害 福 祉
身体障害者手帳、愛護手帳、特別児童扶養手当

特別障害者手当、障害福祉サービス

※ ( )内 は、現在、支所において実施している業務 (一部実施含む)

担  当  課

(健康福祉局)  総 務課   電 話972-2509(内 線2509)

(子ども青少年局)総 務課   電 話972-3195(内 線3195)

(市民経済局)地 域振興部区政課電話972二 3112(内 線3112)
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主な施策等
一覧

外国人住民に係る住民票作成等準備

3 8 0 , 0 0 0 千 円

1 趣 旨

住民基本台帳法の改正 (平成24年 7月施行
予定)に伴い、外国

人住民の住民票を作成するなど制度改正
に対応するためのシ不テ

ム改修等を実施するもの。

2 内  容

(1)住 民記録システムの改修    300,000千
円

外国人住民の住民票作成などに関するシ
ステム改修

【参考】債務負担行為限度額 24年 度 60,090千
円

3 3 , 4 8 7千 円
(2)外 国人住民への通知

外国人登録原票に記載された氏名の字体を住
民票に記載でき

る字体に変更するなどのデ
ー
タ修正を行い、外国人住

民に通知

28,000千 円
(3)外 国人住民の居住昨認

(2)の外国人住民への通知が宛先不明と
して返戻された場合

に居住確認のための調査を実施

18,513千 円
(4)占 ―ルセンタ

ーの運営

コールセンターを設置し、デ
ータ修正等の問い合わせに対し

て、英語、中国語、ポルトガル語でも対応

事業の概要

地域振興部主幹 (住民記録システム等)   内
線 3108


